
中国５県支援ネットワーク会議 事業計画書（案） 

▽事業計画  平成２６年度（第１期）                                 

平成26年度【平成２６年年1月1日～平成２７年3月31日】 

 

Ⅰ 第１期の方針 

【事業の重点項目】 

① 定期的な支援者ネットワーク会議の開催・中国５県の支援団体の緊密な情報共有及び交換 

② 中国５県にわたる広域連携のための確実な事業展開 

③ HP・SNS・パンフレット等による「中国５県支援ネットワーク会議」の広報と加盟団体の確保 

 

【組織運営の重点項目】 

① 事業遂行に対して安定した人材確保 

② 寄付金・助成金確保の体制づくり 

 

Ⅱ 各事業の内容 

１．中国 5 県支援者ネットワーク会議（6 回） 

鳥取県を初めてとした中国 5 県はそれぞれ支援団体が存在し、それぞれ独自の支援を行っている。しかしなが

らその支援の行き詰まりがみられ、多くの支援者（団体）が他県との意見交換・情報共有等を欲している。本事業

では、2 カ月に 1 回の 5 県による支援団体による会議を行い。これからのより充実した支援を実施するための情

報交換・共有を行うことを目的としている。 

２．中国 5 県避難者支援フォーラム（年間 1 回の開催） 

中国 5 県への避難者の実情を広く市民に知ってもらうための啓発イベント。岡山市または広島市を会場と 

し、実際の避難者の声を届ける（各県から一人ずつ講師として登壇）。またこのフォーラムを、メディアに 

対しても、行政に対しても強くアピールし、中国地方の市民の理解と支援をもらうことを目的とする。 

３．避難者生活相談会及びカウンセリング（年間 5 回、中国 5 県各県での開催） 

長期化する県外避難によって様々な悩み・問題を抱えた生活を余儀なくされる避難者の困りごとを各分野の専

門家の相談員を配した相談会を行うことによって解消するのを目的としている。専門の相談員は行政の各機関
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や弁護士・医師等のプロボノを想定している。また、精神的苦痛等によりカウンセリングが必要な避難者に対して

は別コーナーにカウンセラーを配置する。 

４．避難者広域交流会（テーマ毎の開催）（年間 4 回の開催） 

自分が生活する近くの交流だけではなく広域での避難者同士の交流の場づくりを目的とする。 

子供の健康・教育等／就労／定住／帰還等のテーマを設定し、鳥取県及び岡山県・広島県で開催する。 

５．支援者スキルアップ研修（避難者対応アドバイザー研修）（プレゼンスキル・傾聴スキル等々）（2 回） 

支援者の支援に関するスキルを向上させることを目的とする。支援者には、啓発活動で必要になるプレゼン 

能力・相談業務等で必要になる傾聴能力等々が要求される。それぞれの専門講師を招き研修会を実施する。 

６．専従スタッフの雇用及びスキルアップの研修 

専従スタッフの各県支援団体との緊密な情報共有・交換を行う。 
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中国５県会議モデル 
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★賛助団体（者） 

企業・研究者・避難先及び避難元地方自治体等（オブザーバー的立場として５県会議を底支えする機能）

行政同士の支援のためのネットワーク化（現在ある災害時の５県協定や知事会等を基本に出来る） 

支援の希望者（企業・個人）等が出てきたら各県の団体に繋ぐために本部事務局へ情報提供 

等々 

行政同士の支援ネ

ットワーク化（担

当部署レベル・県

レベル） 

＊幹事会の役割 

 ①定期的な会議の開催（通常は月に一度 skype 等を用いて行

う。年間に４度程度は集まっての会議を開催する） 

 ②事務局の設置（専従事務員を配備。総合窓口機能・Web サイ

トの運営・会計処理・会の運営管理等） 

 ③外部（他地域の団体や政府等）との窓口機能（賛同団体の窓

口機能も併せ持つ） 

 ④情報の共有・交換機能（ＭＬの設置及び管理・ＭＭの発行等） 

 ⑤研修会やセミナー等の開催 

 ⑥賛助団体の交流会の開催 

 ⑦ファンドレイジングの展開（運営資金のオープン化） 

 ⑧アドバイザーの派遣（賛同団体へ） 

基本的に中国５県内の当事者団体及び支援団体 
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